
競技力向上に貢献するスポーツ科学の役割

三 本 木 温

I. 本稿の目的

本稿では，我が国の競技力向上に向けた取り

組みとスポーツ科学との関わりについて概観

し，スポーツ科学が競技力向上に貢献するため

のあり方について考察することを目的とする。

II. わが国の競技力向上施策におけるス

ポーツ科学の位置づけ

わが国の夏季オリンピックにおける金メダル

獲得数は，1964年の東京大会での16個をピー

クに1996年のアトランタ大会では3個，2000

年のシドニー大会では5個と長期的な低下傾向

を示し，国際競技力の低下が指摘されるように

なった。これを受けて，2000年 9 月に当時の文

部省により告示されたスポーツ振興基本計画で

は，スポーツ振興の3つの方向性の中のひとつ

に，わが国の国際競技力の向上が明記された（表

1)。その政策目標値は，オリンピック大会にお

けるメダル獲得率をアトランタ大会の1.5%か

ら 3.5%まで向上させるものである。この目標を

達成するための各種の施策が示されており，そ

のひとつとしてスポーツ医・科学の活用が側面

的施策として位置づけられている。国内の競技

スポーツ団体を統括する日本オリンピック委員

会（JOC）も，スポーツ振興基本計画の告示を受

けて，2001年 5月に国際競技力向上戦略（通称

ゴールドプラン）を発表した（表2)。ゴールド

プランでは，メダル獲得率の向上に代表される

国際競技力の向上を実現するためのプロジェク

トを，カテゴリー I～IIIに分けて推進すること

としている。このうち，カテゴリー II（基盤的

施策）においてはスポーツ医・科学の推進，カ

テゴリー III（JOC独自の施策）においてはス

ポーツ医科学サポートプロジェクトが挙げられ

ている。そのための拠点として，2001年に国立

スポーツ科学センター（JISS）が開設され，2008
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表1. スポーツ振興基本計画における国際競技力
向上にむけた施策

政策目標 :

⑴ オリンピック競技大会をはじめとする国際競

技大会における我が国のトップレベルの競技

者の活躍は，国民に夢や感動を与え，明るく活

力ある社会の形成に寄与することから，こうし

た大会で活躍できる競技者の育成・強化を積極

的に推進する。

⑵ 具体的には，1996年（平成８年）のオリンピッ

ク競技大会において，我が国のメダル獲得率が

1.7パーセントまで低下したことを踏まえ，我

が国のトップレベルの競技者の育成・強化のた

めの諸施策を総合的・計画的に推進し，早期に

メダル獲得率が倍増し，3.5パーセントとなる

ことを目指す。

A. 政策目標達成のため必要不可欠である施策

⑴ 一環指導システムの構築

⑵ トレーニング拠点の整備

⑶ 指導者の養成・確保

⑷ 競技者が安心して競技に専念できる環境の

整備

B. 政策目標達成のために必要な側面的な施策

⑴ スポーツ医・科学の活用

⑵ アンチ・ドーピング活動の推進

⑶ 国際的又は全国的な規模の競技大会の円滑

な運営等

⑷ プロスポーツの競技者等の社会への貢献の

促進

(文部省，2000)



年までには JISSに隣接する形でナショナルト

レーニングセンターが利用開始を予定してい

る。また文部科学省では，2003年度より『ニッ

ポン復活プロジェクト事業』を開始し，各種競

技力向上施策を推進するための予算規模を拡大

している。これらの取り組みによって，2004年

開催のアテネオリンピック大会では金メダルの

獲得数が16個と史上最高に並ぶなどの効果を

挙げている。

各都道府県においても，国のスポーツ振興基

本計画が発表された後に，独自のスポーツ振興

に関する計画を立案している。例えば青森県で

は，2000年 3月に『あおもりスポーツ推進立県

プラン』が発表された 。その中では，競技力を

向上させるために必要な施策の一つとして競技

力向上トータルシステムの構築が挙げられ，ス

ポーツ科学を生かしたトレーニングプログラム

の導入の必要性が指摘されている。実際に，青

森県スポーツ科学センターが2003年に整備さ

れて業務を開始している。

このように，我が国において国際競技力の向

上は，重要な国策として位置づけられており，そ

の目標達成のためにはスポーツ医・科学の活用

が必要不可欠なものと認識されている。

III. スポーツ科学の役割

スポーツ科学とは，『スポーツにまつわるさま

ざまな事象について，科学的手続き，すなわち

論理性，実証性，客観性を保証しながら測り，調

べ，明らかにしようとすること』と仮に定義す

る 。それを踏まえて，スポーツ科学は競技力

向上にどのようにして貢献し得るか と問わ

れると，それはスポーツ競技について客観的情

報を提供することと考える。スポーツトレーニ

ングは課題解決・目標達成へ向けた取り組みで

あり，その過程は計画－実行－評価（反省）の

サイクルに分けて考えることができる 。ト

レーニングの進行状況や競技パフォーマンスを

評価する時には，競技者と指導者がその主観的

な評価と同時に客観的情報を活用することが有

用であると考えられる。客観的情報とは多くの

場合が数値であり，それらが体力的な面であれ

ば体力測定，動作の面についてであれば動作分

析と称されることになる 。ただし数値情報そ

のものから，競技力向上に有用な意味づけを見

出すことは困難であるために，情報の持つ意味

を付加していく作業が必要である。数値への意

味づけの方法はさまざまなものが考えられる

が，以下に典型的な例を挙げる。

① 大規模な調査から得られた標準値との比
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表2. 日本オリンピック委員会国際競技力向上戦
略の概要

カテゴリーONE
 

1. 強化プログラム

①アスリートプログラム

②ナショナルスタッフプログラム

③ナショナルコーチアカデミー

④競技者養成プログラム

2. 環境整備プログラム

①拠点・ネットワーク特別プロジェクト

②企業とスポーツ特別プロジェクト

③大学スポーツ特別プロジェクト

④Gold Start

カテゴリーTWO
 

1. スポーツ医・科学の推進

2. アンチドーピング活動の推進

3. 国際大会開催支援

カテゴリーTHREE
 

1. 重点強化施策

①オリンピック大会対策特別プロジェクト

②競技団体へのサポート

③アスリートへのサポート

④スタッフへのサポート

2. JOC選手強化本部機構

3. プロジェクト施策

①情報・戦略プロジェクト

②競技間連携プロジェクト

③医学サポートプロジェクト

④科学サポートプロジェクト

4. 競技力向上につながる国際力の強化

(日本オリンピック委員会，2002)



較

文部科学省が提唱する新体力テストをはじめ

とする体力測定 は，全国的な規模で行われる

ために，大量のデータを基にして年代ごとの基

準値を作成する作業が行われている 。この基

準値を用いて，各自の体力テストの結果が全国

平均と比較する事ができ，体力水準の把握や特

徴を知ることができる（図1）。

② 競技力と関連の深い体力要素の測定によ

る競技力の推定。

長距離走成績と最大酸素摂取量という体力要

素との間には相関関係が認められることが知ら

れている 。このような関係がわかっている場

合には，競技成績と関係の深い体力要素につい

て測定を行い，その結果から，その選手の成績

が体力面からみて妥当なのか否かについて検討

することができる（図2）。相関関係から著しく

逸脱する場合には，その原因を体力以外の要因

を検討するなどして，各競技者の課題を発見し

てその解決を図ることができる 。

③ トレーニング強度の設定

一定時間持続する運動においては，運動強度

と比例して酸素摂取量，心拍数，血中乳酸濃度

が上昇することが知られている。この性質を利

用して，各トレーニング手段においてねらいと

する運動強度とトレーニング強度（走速度など）

とを関連づけることができ，各個人の体力水準

に合わせたトレーニングの実施が可能になる

（図3) 。

また，近年ではきわめて競技力の高い1人の

競技者を中心にして，スポーツ科学の専門家が

チームを結成されて，サポートをしていくケー

スもある 。このような場合では，統計的手法

を用いて個人の測定結果を競技成績と関連づけ

て説明することが困難であるために，競技者と

コーチの側にスポーツ科学へのより深い知識と

理解が求められると同時に，測定を行う側の者

とのより密接な連携が必要である。

III. スポーツ科学の活用における問題点

スポーツの競技力向上にスポーツ科学を活用

する試みは，1964年の東京オリンピック大会前

から続けられているが，その途上には多くの問

題が指摘されている。そのひとつには，スポー
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図2. スポーツ科学の活用例（体力要素と競技成
績との線形関係の利用)

図 1. スポーツ科学の活用例（基準値との比較)

図 3. スポーツ科学の活用例（トレーニング強度
の設定)



ツ指導者とスポーツ科学者との連携の不足が挙

げられる。スポーツ競技の実践の場において指

導者は，スポーツ科学の専門家との意見の相違

をしばしば主張し，不要論すら展開することも

ある 。いわゆる『研究と現場とのギャップ』問

題は，スポーツ科学に限らず他の実践科学・応

用科学的分野においてもみられるものであ

り ，その解決は容易ではない。このような事態

を生む原因はさまざまなことが考えられる。ひ

とつの原因として，科学研究においては個々の

事象から普遍的な法則や知識体系の確立を指向

することが考えられる。このことによって，ス

ポーツ科学を考えた時，サンプルとなる個人の

競技力向上に対していかにして客観的情報を生

かすか，といった視点は軽視されがちになる。他

の原因として，測定結果の返却，データの説明

というフィードバック作業が十分ではなかった

ことも考えられる。これまでのスポーツ科学に

おいては，より精密に競技者の体力や技術など

を測定する方法論，技術論に焦点が当てられる

ことが多かった。このために測定の対象者とな

る競技者に対して，測定のねらい，測定値の意

味，トレーニングへの生かし方などについて十

分な時間を取って説明をしてこなかった可能性

が考えられる 。これらのことが，測定の対象と

なる競技者及び指導者におけるスポーツ科学へ

の不信感を助長してきたことが考えられる。今

後は，測定機器の性能向上や測定作業の高速化

により，より早く正確なデータの提供が可能に

なってきたこと，測定機器の小型化・省電力化

によりフィールドでの測定が可能になってきた

こと，さらに国策として競技力向上が推進され

るようになり，国立スポーツ科学センターなど

においてスポーツ科学を活用した形で競技力向

上に取り組むようになったことなどから，徐々

にスポーツ科学への理解は進んでいくと予想さ

れる。

IV. 結語（スポーツ科学研究のあるべき方

向とは）

競技スポーツの高度化に伴い，スポーツ科学

を活用した競技力向上への取り組みは今後ます

ます発展していくと考えられる。

スポーツ科学における知見を競技力向上に今

後いっそう生かすためには，これまで不十分で

あったスポーツ科学の知識の体系化を図る必要

がある 。このことは，各種測定によって得られ

た知見が，基礎から応用までのどの階層に位置

づけられ，活用できるのかを理解する手がかり

となる。それとともに，スポーツ科学研究の基

礎となる測定対象者（競技者）に対するフィー

ドバックの方法論も発展させる必要がある。こ

のことは，スポーツ科学者と競技者・指導者と

が相互に理解を深めて，積極的な連携を図るこ

とが可能になると思われる。

上述した方策を具体的に推進するためには，

①単に各種測定を行えるだけではなく，その結

果を解釈して競技者・指導者に対して実践への

生かし方までも説明できる人材の育成を図る，

②国立スポーツ科学センターとナショナルト

レーニングセンターを拠点として，各都道府県

単位での体育館等において科学的なサポートが

できる体制を整備して，専門家の配置を進める

とともに，③各拠点における関係者が，スポー

ツ科学に関する情報，トレーニングに関する情

報などを相互に発信して共有する，といった方

策が必要になると考えられる。これらの方策を

推進することが，スポーツ科学における『研究

と現場のギャップ』をわずかずつでも埋めるこ

とに貢献すると考えられる。

注

注1) 筆者の考えに基づくものであり，共通理

解を得たものではない。
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